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要旨 
本研究では、地方都市における輸出企業の増加が、地元企業にどのような影響を与

えるのかについて実証的に検証を行う。国・地方自治体は様々な企業支援・誘致政策を
行っており、企業の輸出促進や対日直接投資の増加を図っている。このような市場を
拡大できた企業がいる一方で、地方の企業の多くは国際化を果たせておらず、その恩
恵は限定的である。しかし、輸出や対日直接投資により市場を拡大できた場合、その生
産のために地元企業とサプライチェーンを結ぶことで地域経済への波及効果が期待さ
れる。そのような波及効果が確認できた場合、輸出促進や対日直接投資の受け入れ政
策は想定よりもさらに有効であるが、その効果についての研究は限定的である。そこ
で本研究では、日本の製造業事業所のミクロデータを集計し、地域レベルの輸出事業
所割合や輸出額の増加が周辺の事業所、特に非輸出事業所に与える波及効果について、
生産性指標や雇用などへの影響を確認する。 
 
キーワード：輸出事業所、非輸出事業所、波及効果 
JEL classification: F14, F16, R12 

 

 
∗ 本稿は、独立行政法人経済産業研究所（RIETI）におけるプロジェクト「地方創生のためのエビデンスに
基づく政策形成」の成果の一部である。本稿の原案は、経済産業研究所（RIETI）のディスカッション・ペ
ーパー検討会で発表を行ったものである。検討会参加者からの有益なコメントに感謝したい。本稿の分析
に当たっては、工業統計調査（経済産業省）及び経済センサス-活動調査（経済産業省、総務省）、および工
業統計調査パネルコンバータを利用した。 

RIETI ディスカッション・ペーパーは、専門論文の形式でまとめられた研究成果を公開し、活発
な議論を喚起することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の責任で発表
するものであり、所属する組織及び（独）経済産業研究所としての見解を示すものではありませ
ん。 
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1. はじめに 

人口減少や少子高齢化の進展により、国内市場の縮小が見込まれる一方で、新興国を中心
とした海外市場の成⻑が期待されている。日本企業が持続的に成⻑するためには、輸出や対
日直接投資を通じて海外市場の需要を取り込むことが不可欠である。特に輸出は、経営資源
の制約が多い中小企業を含む多くの企業にとって比較的取り組みやすい国際化の手段であ
り、付加価値拡大の観点からもその重要性が高まっている。政府も輸出促進政策を積極的に
推進しており、「新規輸出１万者支援プログラム」などの施策を通じて新規輸出事業者の増
加を支援している1。 

輸出開始によって、企業の売上高だけでなく生産性も高まるという「輸出の学習効果
（learning-by-export）」の存在が、De Loecker （2007）などの多くの研究で指摘されており、
輸出による生産性向上のメカニズムが理論的にも実証的にも確認されている。Melitz(2003)
の理論モデルでは、輸出には固定費がかかるため、生産性の低い企業は輸出を行わず、かか
る固定費を負担できる一定以上の生産性を持つ企業のみが自己選択的に輸出を開始するこ
とが示されている。このモデルの示唆によれば、貿易の自由化により低生産性の企業が退出
する一方で、輸出企業は売上の増加によって固定費負担の相対的割合が減少し、生産性向上
が促進される。結果として、業界全体の生産性向上が期待される。中小企業庁(2016)では、
中小企業の労働生産性の推移を、輸出企業、非輸出企業に分けて示している。2001 年度か
ら 2013 年度にかけて、非輸出企業では生産性の水準がほぼ横ばいであるのに対し、輸出企
業はリーマン・ショックによる落ち込みは見られたものの高水準で推移している。 

輸出企業の非輸出企業に対する優位性は明らかであるが、生産性を高めた輸出企業の非
輸出企業への波及効果が存在することも明らかになっている。清田（2010）は、日本の輸出
が産業別の雇用に与える直接的・間接的効果を分析し、過去 30 年を通じて、日本の雇用の
輸出依存度が徐々に上昇していることを明らかにした。産業間の取引関係を通じた間接効
果が直接効果と同程度に達することを明らかにした。また、地域という面に着目した場合、
伝統産業や地域資源の産地であったり工場集積地域であったりといったような産業集積が
全国各地で形成されているが、そうした産業集積においては、そこに立地する企業に外部経
済効果をもたらすことが知られている(Marshall, 1920)。具体的には「情報獲得や技術開発
面での外部経済効果」「原材料など調達面での外部経済効果」「生産面での外部経済効果」「人
材確保面での外部経済効果」などである。伊丹ら（1998）によれば、こうした外部経済効果
の存在を支えている理由の一つとして「需要搬入企業の存在」を挙げている。需要搬入企業
とは、産業集積に仕事を持ち込む企業のことを指す。輸出企業がまさにこれにあたり、海外
から需要を地域に持ち込むことによって、集積内に様々な経済効果をもたらしていることと
なる。 

 
1 経済産業省や独立行政法人日本貿易振興機構等が一体となって、新たに輸出に挑戦する事業者を支援す
るプログラムであり、2022 年 12 月に開始されている。 



3 

 企業の海外展開による周辺の非輸出企業および地域経済への影響については、その重要
性は通商白書 2023 でも言及されている一方で、地域経済へ詳細に分析した研究は限定的で
ある。輸出企業からその周辺の非輸出企業への企業業績や雇用への波及効果は筆者らの知
る限り分析されていない。 

そこで本研究では、日本の製造業事業所のミクロデータを用い、地域の輸出事業所や輸出
額の増加が、非輸出事業所に与える波及効果を、生産性指標や雇用などの観点から検証する。 
 
2. 先行研究 

上述のように、輸出企業の生産性は、輸出の学習効果により高まることが、多くの研究で
確認されている（Wagner, 2002; De Locker, 2007 など）。また、輸出にかかわる固定費用の
存在により、元々生産性の高い企業ほど輸出を行うという自己選択仮説を支持する結果も、
数々の研究で示されてきた（Bernard and Jensen, 1999; Greenaway et al., 2005 など）。した
がって、輸出企業の生産性は、非輸出企業の生産性に比べて高いことが多い。このような高
い生産性を持つ輸出企業が他の企業に与える影響（learning from exporters）についても多
くの研究が行われてきた。 

その多くは、輸出企業が、業種や地理的な意味での、周辺企業の輸出開始の意思決定や輸
出量に対して与える影響に関する研究である。輸出企業が身近に存在することで、輸出を開
始する可能性が高まるのか、または輸出量が増加するのかといった検証を行っている。その
ような実証研究には、輸出企業の正の効果を捉えたものとそうでないものが混在している。
正の効果は確認されなかったものとしては、Barrios et al. (2003)や Bernard and Jensen 
(2004)などあり、正の効果を確認したものとしては Clerides et al. (1998)や Greenaway and 
Kneller (2008)などが挙げられる。日本のデータを用いた研究には Kondo (2023)があり、あ
る事業所の輸出開始の確率は近隣に同一産業の輸出事業者が多いほど高まり、輸出額は近
隣の同一産業の輸出額が大きいほど大きくなるという結果を得ている。 

Learning from exporters に関する研究の中で、輸出開始の意思決定や輸出量に関する研究
に比べ数は少ないが、輸出企業による周辺企業の生産性に対するスピルオーバー効果につ
いて検証した研究も存在する。輸出企業が他企業の生産性に与える影響の経路には様々な
ものがあるが、例えば Görg and Greenaway (2004)はその経路を 4 つにまとめている。それ
らは海外直接投資（FDI）における多国籍企業によるホスト国企業の生産性へのスピルオー
バー効果に関するものであるが、上述の通り同じ国内企業であっても輸出企業は高い生産性
を有しているため、同様の議論が当てはまると考えられる。 

一つ目の経路は模倣（imitation）によるもので、製品や生産工程、経営慣行や経営組織の
模倣により生産性が向上する。二つ目は技術獲得（skills acquisition）で、これは人的資本を
通じた新技術の獲得による生産性の向上であり、多国籍企業や輸出企業とその他の企業の
間で人的資本が移動することにより発生する。三つ目は競争（competition）によるもので、
仮に多国籍企業や輸出企業の製品や工程の模倣や技術を獲得することができなくても、そ
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れらのより生産性の高い企業との競争にさらされることにより生産性向上の圧力がかかる
というものである。四つ目は輸出（exports）による経路である。これは輸出のスピルオーバ
ー効果を論じる本研究では該当しないが、流通ネットワークの構築、輸送インフラの整備、
海外市場の消費者の嗜好や規制などについて、多国籍企業や輸出企業から学ぶことにより
輸出を開始ことで、生産性が向上するというものである。 

輸出企業による生産性スピルオーバー効果について検証した研究としては、Wei and Liu 
(2006)、Alvarez and Lopez (2008)、Pradeep et al. (2017)、Abegaz and Lahiri (2021)、Zhang 
and Malikov (2023)などがある。Wei and Liu (2006)は、中国企業のパネルデータを用い、
研究開発（R&D）、輸出、および FDI による生産性スピルオーバーの検証を行い、R&D と
輸出による正の産業間生産性スピルオーバーと、外資系企業から中国企業への正の産業内・
産業間生産性スピルオーバーを確認した。Alvarez and Lopez (2008)は、チリの製造業工場
のパネルデータを用いて、輸出の同産業の工場や垂直的関連産業の工場への生産性スピル
オーバーの効果を検証し、国内および外資の輸出工場が地元サプライヤーの生産性を向上
させることを発見した。また、輸出による水平スピルオーバーも確認したが、これは主に外
資系の工場によるものであった。Pradeep et al. (2017)は、インドの製造業企業のパネルデ
ータを用い、R&D、輸出、FDI が外資系企業と国内企業の生産性に及ぼす直接的・間接的
（スピルオーバー）効果を検証し、R&D は正の直接効果と負のスピルオーバー効果をもた
らし、輸出には正の直接効果が見られたが波及効果は見られなかった。FDI からの波及効果
は、全サンプルおよびハイテク産業おいて正の効果が確認された。Abegaz and Lahiri (2021)
は、エチオピアの製造業における外資系企業と国内輸出企業の生産性スピルオーバーの検
証を行い、同一産業に国内輸出企業が存在することで、技術吸収能力の高い非輸出企業の生
産性が高まることが示された。さらに、外資系企業からのスピルオーバーは、垂直的にリン
クした国内輸出企業の生産性を改善するが、非輸出企業には負の影響を与えることが明ら
かになった。Zhang and Malikov (2023)は、チリの製造工場のパネルデータを用い、国内企
業の生産性を向上させる輸出の直接的効果とスピルオーバー効果の両方を確認した。また、
直接的効果の方がスピルオーバー効果よりも多くの企業で見られることが明らかとなった。 
 多くの研究が輸出行動や生産性への影響に注目しているが、企業の業績や雇用への影響
を検証したものもいくつか存在する。日本のデータを用いた研究としては、Kiyota et al. 
(2022)、Ito and Tanaka (2023)、通商白書 2023 などがある。Kiyota et al. (2022)では、海外
事業活動基本調査、経済産業省企業活動基本調査、工業統計調査を用いて、産業レベルのオ
フショアリングの進行が地域レベルの雇用をわずかに高めていることを明らかにしている。
Ito and Tanaka (2023)は、対日直接投資が取引を通じて国内企業に与える影響を検証するた
め、企業間取引データを用い、売上高や雇用へ正の効果があることを示している。通商白書
2023 では、海外展開の度合いとして海外生産比率に注目し、この比率が高いほど、周辺 5km
圏内の総輸出額が高くなる傾向を明らかにしている。 
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 以上より、輸出企業の近隣の地元経済への波及効果が期待されている一方で、輸出行動や
生産性以外への影響の研究はあまり行われていない。また、特に非輸出企業への影響を見て
いるものも確認できなかった。そこで本研究では、非輸出企業に対する生産性以外の指標も
含めた広範なスピルオーバー効果の有無の検証を行う。 
 
3. 推定方法と使用データ 
3.1. 推定方法 

本研究では、輸出企業のスピルオーバー効果について、特に非輸出企業に与える影響につ
いて検証を行う。その近隣に立地する他の事業所にどのような影響を与えているのかについ
て検証を行う。まず、シンプルなモデルとして、市区町村単位の以下の固定効果推定を行う。 
 𝑌௝௧ = 𝛽଴ + 𝛽ଵ𝑥ଵ,௝௧ + 𝜇௝ + 𝜀௝௧                                                       (1) 
 
ここで、𝑌௝௧は地域𝑗、期間𝑡におけるアウトカム指標の非輸出企業の平均値であり、𝑥ଵ,௝௧は地
域𝑗 における輸出事業者割合もしくは輸出額、𝜇௝ は固定効果、𝜀௝௧ は誤差項、𝛽଴ および𝛽ଵ は係
数である。 
 加えて本研究では、Combes et al. (2010)、Combes et al. (2011)などで用いられている 2
段階推定(以下、TSLS)法を用いる。1 段階目では、各事業所に固有の規模や産業構成等の影
響を除去し、地域固有の要因に基づく残差を集計することで、輸出企業集積の純粋な影響を
2 段階目で推定することが可能となる。この方法の利点は、事業所レベルのミクロデータか
ら得られる個別の生産性やパフォーマンスを、地域集計の際にバイアスなく取り出せる点
にある。従来の方法では、単純に地域平均を計算すると、大企業や特定産業の集中度が高い
地域で平均値が過大評価され、輸出企業集積との関係が過大に推定される恐れがある。一方、
TSLS では事業所の規模・業種といった属性を統制し、地域レベルにおける真の差異(地理
的要因や近隣企業の特性)に起因する効果のみを抽出できる。また、1 段階目で得られた固
定効果は、事業所の内在的特徴を排除した地域の残差的な特性を示すため、2 段階目で地域
レベルの輸出集積変数との関係を分析する際に、より因果的な含意を得やすいという点で
も優れている。とくに、地理的なスピルオーバー効果を識別したい場合には、事業所のヘテ
ロジニティを丁寧に除去した上で地域水準に落とし込む必要があり、その点でこの推定方
法は適している。 

具体的には、1 段階目として以下の事業所レベルの推定を行う。 
 𝑌௜௝௧ = 𝛽଴ + 𝐗𝐢𝐣𝐭𝛃 + 𝜇௝௧ + 𝜀௜௝௧                                                      (2) 
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 ここで、𝑌௜௝௧は事業所𝑖、地域𝑗、期間𝑡におけるアウトカム指標、𝐗𝐢𝐣𝐭はアウトカム指標に対
する説明変数として主に資本と労働を用いる2 。この推定結果から、事業所の異質性を取り
除いた固定効果𝜇௝௧の推定値�̅�௝௧を得ることができる。2 段階目では、この�̅�௝௧を被説明変数と
して、地域レベルの以下の推定を行う。 
 �̅�௝௧ = 𝛾଴ + 𝛾ଵ𝑥ଵ,௝௧ + 𝛿௝ + 𝜀௝௧                                                        (3) 
 
3.2. 使用データ 

本研究では、事業所レベルのデータを用いて(2)式の推定、およびそれらを集計した(1)式
と(3)式の推定を行う。アウトカム指標としては、労働生産性の指標である一人当たり付加
価値額、一人当たり賃金、企業の価格支配力を示すマークアップ率、多くの先行研究で注目
されている全要素生産性(TFP)に注目する。一人当たり付加価値額や TFP については、輸
出企業が周辺に増加、あるいは輸出額が増加することで、技術のスピルオーバーや省力化投
資の必要性が非輸出企業にも波及する可能性が考えられる。マークアップ率については、輸
出企業がその技術的優位性をもって価格を低下させるなどの価格競争の激化や、後述する賃
金上昇によるコスト上昇から、マークアップ率が減少する可能性が考えられる。一人当たり
賃金については、労働生産性の指標としてだけではなく、輸出企業が高賃金を支払うことで
非輸出企業への賃上げ圧力としても捉えられる。加えて、雇用者数を減らす可能性があり、
総雇用者数、常用雇用者数、非常用雇用者数についても併せて確認する。 

本研究では、工業統計調査（経済産業省）および経済センサス‐活動調査（総務省・経済
産業省）の調査票情報を利用する。本研究では、2012 年から 2019 年までの調査期間を対象
としている。 

工業統計調査には、従業者が 30 人以上の事業所を対象とした甲調査票と、従業者が 4 人
以上 29 人以下の事業所を対象とした乙調査票の 2 種類の調査票がある。直接輸出について、
平成 13 年工業統計調査より両調査票において、「製造品出荷額に占める直接輸出額の割合
（年間）」として調査されている3。輸出事業所は、この直接輸出額の割合が正の値で回答し
ている事業所であり、非輸出企業は、この直接輸出割合がゼロである事業所とする。総雇用
者数、常用雇用者数、非常用雇用者数はここから直接用い、一人当たりへの換算は総雇用者
数を用いて計算している。また、事業所数、輸出事業所数も、工業統計調査に含まれる企業
数をカウントして作成し、その比率として輸出事業者割合を算出している。 

TFP は、Ackerberg et al. (2015)に基づき、トランス・ログ型の生産関数を仮定し、その
残差として推定する。TFP の推定には、各事業所の資本ストックに関するデータが必要と

 
2 総雇用者数、常用雇用者数、非常用雇用者数がアウトカムの場合のみ、労働の代わりに付加価値額を用
いている。 
3 なお、平成 19 年工業統計調査より、直接輸出額の割合の定義が変更となっており、「製造品出荷額、加
工賃収入額、その他収入額の合計金額に占める割合」として調査されている。 
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なるが、甲調査票のみでしか調査がされていないため、分析対象となる事業所は従業者数 30
人以上の事業所となることに注意する。 

生産関数の産出に関する変数は、付加価値額を用いる。付加価値額は、工業統計で定義さ
れた粗付加価値額を使用する。甲調査票では、在庫や半製品及び仕掛品の変化まで把握でき
るが、乙調査では把握できないため、両調査票では定義が異なることに注意する。日本銀行
から公表されている企業物価指数より、需要段階別・用途別指数を用いて、財別分類の生産
財のデフレータ指数を作成し、時系列で比較可能な実質変数として計算する。 

投入要素として、労働と資本ストックを考える。労働投入は、年間総労働時間として計算
する。毎月勤労統計調査（厚生労働省）から得られる製造業産業別の月間実労働時間数を用
いて、調査時の月末従業者数と月間実労働時間を 12 倍することで、各事業所の労働投入を
把握する。 

資本投入は、各事業所の有形固定資産（帳簿価額）の年末現在高を資本ストックとして用
いる。工業統計調査では、土地を除く年初現在高の有形固定資産が調査されており、当期の
取得額および除去額、減価償却額より、年末現在高を求める。日本銀行から公表されている
企業物価指数より、需要段階別・用途別指数を用いて、投資財のデフレータ指数を作成し、
時系列で比較可能な実質変数として計算する。 

一人当たり賃金は、時給換算できるように調整する。工業統計調査では、「1 年間（1〜12
月）に常用雇用者及び有給役員のうちこの事業所に従事している人に対する基本給、諸手当
と特別に支払われた給与（期末賞与等）の額とその他の給与額との合計」として現金給与総
額が調査されている。これに対して、労働投入として計算した年間実労働時間数で割ること
によって、各事業所の平均的な時給としての賃金を計算する。 
 マークアップは、De Loecker and Warzynski (2012)によって提案された推定法を用い、上
記の通り求めた生産関数のパラメータと、名目中間投入額、名目出荷額を用いて事業所単位
で計算する。 

分析にあたって重要なのは、「近隣」の定義である。本研究で使用する工業統計調査およ
び経済センサス−活動調査の調査票情報では、事業所レベルの住所情報が取得可能である。
しかし、データのセキュリティのため、オンライン環境では利用できず、アドレスマッチン
グを行うことが難しいため、GIS 上での事業所間の距離情報を利用することができない4。
そこで本研究では、近隣の定義を「同一市区町村」と「15km 圏内に含まれる自治体内」の
2 パターンを用意して分析を進める。後者については、市区町村レベルのシェープファイル

 
4 オフライン環境でのアドレスマッチングを行う方法としては、国土交通省の位置参照情報を事前にダウ
ンロードした上で、オフライン環境で使用できる GIS 上で実施する方法がある。しかし、位置参照情報は
全国レベルでは大字・町丁目レベルの緯度・経度情報であり、その精度の問題が発生する。Kondo (2023)
では、株式会社マップルの「アドレスマッチングツール」を使用し、オフライン環境で住所情報の正規化
と緯度・経度情報の精度の高い取得を試みている。 
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から自治体のポリゴンの重心を求め、そこから 15km 圏内の自治体を特定し、それらを含め
た集計を行っている。 
 なお、輸出事業者割合以外の全ての変数は、対数化して使用している。 

使用する変数の外れ値処理5後の記述統計量は表 1 の通りである。また、図 1 から図 4 で
は、2019 年における製造業事業所数、輸出事業所数、輸出事業者割合、輸出額の自治体レ
べルの分布図を示している。図 1 および図 2 より、事業所数は都市部に集中していることが
わかる。一方、その比率をとった輸出事業者割合(図 3)だと、必ずしも都市部に集積してい
るとは限らず、地方にも輸出事業所の集積地が多く存在していることがわかる。輸出額(図
4)で見ても、事業所数に比べて全国に分散していることが見てとれる。 
 

＜表 1＞ 
 

＜図 1＞ 
＜図 2＞ 
＜図 3＞ 
＜図 4＞ 

 
 
4. 推定結果 

推定結果は表 2 から表 5 の通りである。 
 

＜表 2＞ 
＜表 3＞ 

 
まず、表 2 および表 3 では、近隣を同一市区町村とし、自治体内の平均値を変数に用いた

固定効果モデルと、ミクロデータより推定された固定効果の推定値を用いた 2 段階推定の
結果を示している。また、2 段階推定では、近隣を周辺 15km 圏内自治体として説明変数を
構成し直したモデルの結果も示している。 

一人当たり付加価値額については、輸出事業者割合が高いほど、一人当たり付加価値額が
増加することが明らかになった。一人当たり賃金の場合でも同様の結果が得られている。こ
の結果は、輸出事業者が集積している地域では、非輸出事業者の労働生産性が向上している
可能性を示唆する。これは、輸出企業がもたらす技術的外部性や競争圧力により、非輸出企
業が生産性向上のインセンティブを持つようになるという仮説と整合的である。 

 
5 各変数の上下 5%の事業所を外れ値としている。 



9 

一方、マークアップおよび TFP については、固定効果モデルでは統計的に有意な一方で
TSLS では非有意であり、非輸出企業の価格決定力や技術水準が輸出企業の集積により必ず
しも強化されるとは限らない。特に、マークアップ率の低下は、輸出企業との競争激化によ
って非輸出企業が価格引き下げを強いられることを示唆しており、負の競争的スピルオーバ
ー効果の存在がうかがえる。 

また、周辺の輸出額が高いほど、一人当たり付加価値、一人当たり賃金が高まることが確
認できる。輸出企業から非輸出企業への労働生産性のスピルオーバー効果は、事業者数の集
積だけでなく、規模を大きくしても享受できると言える。また、先行研究同様、TFP への正
の効果が見られた一方で、マークアップに対しては負の関係が確認された。Zhang and Zhu 
(2015)や Dobbelaere and Kiyota (2018)では、輸出企業よりも非輸出企業の方がマークアッ
プが低いことを明らかにしているが、その差の要因の一つとして、輸出企業が近隣に存在す
ることで影響を受けている可能性が示唆される。 
 表 3 では、雇用への影響として総雇用者数、常用雇用者数、非常用雇用者数への影響を見
ている。まず、総雇用者数について、輸出事業者割合はいずれも統計的に非有意となった。
一方、輸出額は TSLS で負に有意となっている。この結果は、地域における輸出企業の成⻑
が労働市場における需給関係に変化を与え、非輸出企業が人材確保に苦慮する可能性があ
ることを示している。雇用の面では、地域の輸出事業者の成⻑により、地元の非輸出事業所
が競争圧力を受け、雇用が減少してしまう可能性があるといえる。この雇用の減少は、常用
雇用者数、非常用雇用者数でも見られる。特に中小規模の非輸出事業所では、採用競争での
不利や賃金上昇圧力が経営負担となり、雇用抑制や非正規化といった対応を迫られている
可能性がある。 
 以上より、輸出企業の集積や輸出額の増加により、周辺の非輸出事業所は、サプライチェ
ーンを通じて輸出市場へのアクセス拡大の恩恵を受けていると言える。ただし、輸出企業と
の人材競争に晒され、人材確保が困難になってしまい、賃金の上昇圧力となり雇用が減少す
る可能性も示唆された。加えて、これらのコスト上昇や価格決定力が弱まり、マークアップ
の低下を招いてしまうと考えられる。このように、本研究は、輸出企業の成⻑が地域経済に
対して単なる恩恵にとどまらず、競争圧力を通じて負の側面ももたらしうるという複雑なメ
カニズムを示している。 

続いて、結果の頑健性を確認する。表 4 および表 5 では、近隣を周辺 15km 圏内自治体と
した TSLS 推定について、表 2 および表 3 の結果の再掲であるモデル(1)(2)と、コントロー
ル変数として製造業事業者数を加えたモデル(3)、輸出事業者割合と輸出額を同時に入れた
モデル(4)、コントロール変数を加えたモデル(5)を同時に示している。 

 
＜表 4＞ 
＜表 5＞ 
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 一人当たり付加価値額、一人当たり賃金については、ほぼ全てのパターンで輸出事業者割
合も輸出額も正に有意となり、ロバストな結果が得られている。マークアップについては、
コントロール変数を追加したモデル(3)において、輸出額が有意ではあるものの 10%水準に
下がり、さらにモデル(5)では非有意となり、安定的ではない。TFP については、輸出額が
安定的に正で有意な結果となっている。 
 雇用については、モデルにより大きく異なる結果が得られている。輸出事業者割合が正に
有意、輸出額が負に有意という傾向が一部で見られていたが、いずれも製造業事業者数を追
加すると非有意となる。前述の雇用についての結果の解釈については、製造業事業所数の変
化による疑似相関であった可能性が高い。 
 
5. 結論と政策インプリケーション 
 本研究では、日本の製造業事業所のミクロデータを用い、地域の輸出事業所の集積や輸出
額の増加が、非輸出事業所に与える波及効果を、生産性指標や雇用などの観点から検証した。
分析の結果、生産性への正の波及効果を確認することができた一方で、不安定ながら雇用や
マークアップ率の低下を引き起こすことも示された。地域内で輸出事業所の存在感が高ま
ることで、サプライチェーンを通じた市場拡大の恩恵は受けられるものの、雇用や価格競争
力の面では圧力が大きくなっているものと考えられる。 
 以上の結果より、輸出促進政策は輸出企業だけでなく非輸出企業まで含めた広い範囲に
効果のある取り組みであることが確認できた。輸出企業への直接的な支援だけでなく、輸出
企業を中心とした産業クラスターの形成を支援し、企業間の情報共有や技術移転を促進す
ることで、さらにその恩恵が高まるものと思われる。輸出額と製造業事業者数をコントロー
ルしても輸出事業者割合は正の影響を持っていたことからも、規模を大きくしなくとも割合
を高めるだけでも効果が得られると言え、中小企業の輸出市場参加へのより積極的な支援
が望まれる。 

一方で、非輸出企業が人材確保や価格競争力の面でより苦境に立たされる可能性があり、
適正な競争環境の維持のための政策も合わせて必要であると言える。こうした圧力が企業
活動の停滞や雇用抑制を招かないよう、人材マッチング支援、地域訓練プログラムの強化、
あるいは価格交渉力を支える取引慣行の見直しなどが求められる。 
 なお、本研究では市区町村レベルの集計のみにとどまっており、産業レベルの分析は行え
ていない。本研究の分析で見られた波及効果が同産業内で発生しているものなのか、それと
も異なる産業間での波及なのかは明らかでなく、より細分化した分析と議論を行う必要が
ある。また、コントロール変数の更なる精緻化や、インフラ変数6 の導入や自然実験的変化
の利用による内生性への対処など、推定手法の強化も今後の課題とする。 

 
6 Okubo and Tomiura (2019)では、都市部において輸出事業所と非輸出事業所の生産性の差が小さく、イ
ンフラの充実度が関係していることを指摘している。本研究ではインフラ変数を導入していないため、イ
ンフラ変数が除外されていることによる疑似相関の可能性を排除できていない。 
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図 1 製造業事業所数(2019 年) 

出典：工業統計調査（経済産業省）及び経済センサス-活動調査（経済産業省、総務省）より筆者ら作成 
 

 
図 2 輸出事業所数(2019 年) 

出典：工業統計調査（経済産業省）及び経済センサス-活動調査（経済産業省、総務省）より筆者ら作成 
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図 3 輸出事業所割合(2019 年) 

出典：工業統計調査（経済産業省）及び経済センサス-活動調査（経済産業省、総務省）より筆者ら作成 
 

 
図 4 輸出額(2019 年) 

出典：工業統計調査（経済産業省）及び経済センサス-活動調査（経済産業省、総務省）より筆者ら作成 
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表 1 記述統計量 

    Obs. Mean S.D. Min Max 
市区町村平均      

 ln 一人当たり付加価値額 10,006 6.189 0.255 4.665 7.362 
 ln 一人当たり賃金 10,006 7.174 0.200 5.746 7.761 
 ln マークアップ 9,803 0.708 0.177 -0.234 1.695 
 lnTFP 9,805 8.192 0.281 5.708 10.048 
 ln 総雇用者数 10,006 3.232 0.348 1.920 4.556 
 ln 常用雇用者数 10,006 2.834 0.411 0.598 4.379 
 ln 非常用雇用者数 10,006 2.005 0.501 -0.223 4.309 

固定効果推定値      
 ln 一人当たり付加価値額 9,662 -0.069 0.198 -1.377 1.107 
 ln 一人当たり賃金 9,662 -0.073 0.145 -0.886 0.473 
 ln マークアップ 9,457 0.093 0.384 -1.414 2.655 
 lnTFP 9,459 -0.035 0.275 -2.517 1.581 
 ln 総雇用者数 9,662 0.061 0.147 -0.654 0.949 
 ln 常用雇用者数 7,830 0.045 0.219 -1.179 1.291 
 ln 非常用雇用者数 9,662 0.076 0.285 -1.419 1.948 

輸出事業者割合(同一自治体) 10,006 0.051 0.044 0.000 0.364 
輸出事業者割合(周辺 15km 圏内自治体) 11,201 0.046 0.027 0.000 0.119 
ln 周辺輸出額(同一自治体) 8,019 16.347 3.415 0.307 24.874 
ln 周辺輸出額(周辺 15km 圏内自治体) 10,149 18.679 3.275 3.611 23.022 
ln 製造業事業所数 11,201 5.798 1.566 1.386 9.638 
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表 2 推定結果 

 FE TSLS TSLS  FE TSLS TSLS 

  
同一 

市区町村 
同一 

市区町村 
周辺 15km 
圏内自治体 

 
同一 

市区町村 
同一 

市区町村 
周辺 15km 
圏内自治体         

 アウトカム変数：一人当たり付加価値額 
輸出事業者割合 1.168*** 0.572*** 0.950***     

 (0.089) (0.105) (0.192)     

ln 周辺輸出額     0.007*** 0.008*** 0.017*** 
     (0.001) (0.001) (0.001) 

定数項 6.129*** -0.041*** -0.058***  6.106*** -0.150*** -0.356*** 
 (0.005) (0.007) (0.011)  (0.024) (0.020) (0.028)         

Observations 10006 9662 9661  8019 7680 8796 
R-Squared 0.049 0.467 0.466  0.008 0.498 0.514         

 アウトカム変数：一人当たり賃金 
輸出事業者割合 0.724*** 0.459*** 0.728***     

 (0.063) (0.082) (0.158)     

ln 周辺輸出額     0.005*** 0.008*** 0.016*** 
     (0.001) (0.001) (0.001) 

定数項 7.137*** -0.034*** -0.046***  7.120*** -0.156*** -0.331*** 
 (0.003) (0.006) (0.009)  (0.016) (0.015) (0.022)         

Observations 10006 9662 9661  8019 7680 8796 
R-Squared 0.052 0.600 0.598  0.013 0.636 0.656         

 アウトカム変数：マークアップ 
輸出事業者割合 0.465*** -0.265 -0.193     

 (0.080) (0.174) (0.328)     

ln 周辺輸出額     0.000 -0.012*** -0.018*** 
     (0.001) (0.002) (0.003) 

定数項 0.684*** -0.01 -0.015  0.685*** 0.190*** 0.341*** 
 (0.004) (0.012) (0.018)  (0.021) (0.035) (0.051)         

Observations 9803 9457 9456  7958 7623 8677 
R-Squared 0.011 0.459 0.459  0.000 0.498 0.486         

 アウトカム変数：TFP 
輸出事業者割合 -0.317*   0.128 0.124     

 (0.138) (0.109) (0.192)     

ln 周辺輸出額     -0.002 0.004**  0.008*** 
     (0.002) (0.001) (0.002) 

定数項 8.208*** 0.001 0.002  8.236*** -0.061*   -0.160*** 
 (0.007) (0.007) (0.011)  (0.035) (0.024) (0.035)         

Observations 9805 9459 9458  7961 7626 8680 
R-Squared 0.001 0.229 0.229  0.000 0.258 0.252 

注) 括弧内は標準誤差。*, **, ***はそれぞれ 10%, 5%, 1%水準で統計的に有意であることを示す。 
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表 3 推定結果 

  FE TSLS TSLS  FE TSLS TSLS 

  
同一 

市区町村 
同一 

市区町村 
周辺 15km 
圏内自治体 

 
同一 

市区町村 
同一 

市区町村 
周辺 15km 
圏内自治体         

 アウトカム変数：総雇用者数 
輸出事業者割合 0.179 0.163 0.272     

 (0.110) (0.097) (0.174)     

ln 周辺輸出額     -0.001 -0.005*** -0.010*** 
     (0.002) (0.001) (0.001) 

定数項 3.222*** -0.002 -0.008  3.289*** 0.102*** 0.208*** 
 (0.006) (0.007) (0.010)  (0.025) (0.017) (0.023)         

Observations 10006 9662 9661  8019 7680 8796 
R-Squared 0.001 0.535 0.535  0.000 0.572 0.572         

 アウトカム変数：常用雇用者数 
輸出事業者割合 -0.332* -0.083 -0.207     

 (0.135) (0.080) (0.148)     

ln 周辺輸出額     -0.004** -0.003*** -0.008*** 
     (0.002) (0.001) (0.001) 

定数項 2.851*** 0.013* 0.021*  2.949*** 0.069*** 0.174*** 
 (0.007) (0.006) (0.009)  (0.026) (0.018) (0.026)         

Observations 10006 9662 7853  8019 7680 7201 
R-Squared 0.004 0.738 0.741  0.003 0.770 0.759         

 アウトカム変数：非常用雇用者数 
輸出事業者割合 0.396* 0.315* 1.157**     

 (0.190) (0.145) (0.362)     

ln 周辺輸出額     0.001 -0.009*** -0.015*** 
     (0.003) (0.001) (0.002) 

定数項 1.985*** -0.008 -0.063**  2.018*** 0.165*** 0.287*** 
 (0.010) (0.010) (0.022)  (0.042) (0.025) (0.047)         

Observations 10006 9662 9661  8019 7680 8796 
R-Squared 0.002 0.271 0.301  0.000 0.296 0.320 

注) 括弧内は標準誤差。*, **, ***はそれぞれ 10%, 5%, 1%水準で統計的に有意であることを示す。 
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表 4 推定結果(TSLS、周辺 15km 圏内自治体) 

  (1) (2) (3) (4) (5)       
 アウトカム変数：一人当たり付加価値額 

輸出事業者割合 0.950***   0.230 1.069*** 
 (0.192)   (0.196) (0.188) 

ln 周辺輸出額  0.017*** 0.010*** 0.017*** 0.004* 
  (0.001) (0.002) (0.001) (0.002) 

ln 製造業事業者数   0.031***  0.042*** 
   (0.004)  (0.005) 

定数項 -0.058*** -0.356*** -0.416*** -0.357*** -0.438*** 
 (0.011) (0.028) (0.028) (0.028) (0.028)       

Obs 9661 8796 8795 8795 8795 
R-Squared 0.466 0.514 0.534 0.514 0.543       

 アウトカム変数：一人当たり賃金 
輸出事業者割合 0.728***   0.004 0.813*** 

 (0.158)   (0.154) (0.136) 
ln 周辺輸出額  0.016*** 0.008*** 0.016*** 0.004** 

  (0.001) (0.001) (0.001) (0.001) 
ln 製造業事業者数   0.032***  0.041*** 

   (0.004)  (0.004) 
定数項 -0.046*** -0.331*** -0.393*** -0.331*** -0.409*** 

 (0.009) (0.022) (0.022) (0.022) (0.021)       
Obs 9661 8796 8795 8795 8795 
R-Squared 0.598 0.656 0.688 0.656 0.696       

 アウトカム変数：マークアップ 
輸出事業者割合 -0.193   0.856* -0.068 

 (0.328)   (0.342) (0.383) 
ln 周辺輸出額  -0.018*** -0.007* -0.021*** -0.007 

  (0.003) (0.003) (0.003) (0.004) 
ln 製造業事業者数   -0.046***  -0.046*** 

   (0.008)  (0.009) 
定数項 -0.015 0.341*** 0.428*** 0.341*** 0.430*** 

 (0.018) (0.051) (0.053) (0.051) (0.055)       
Obs 9456 8677 8676 8676 8676 
R-Squared 0.459 0.486 0.498 0.488 0.498       

 アウトカム変数：TFP 
輸出事業者割合 0.124   -0.256 -0.02 

 (0.192)   (0.207) (0.229) 
ln 周辺輸出額  0.008*** 0.005* 0.009*** 0.006* 

  (0.002) (0.002) (0.002) (0.002) 
ln 製造業事業者数   0.012*  0.012 

   (0.006)  (0.006) 
定数項 0.002 -0.160*** -0.183*** -0.160*** -0.183*** 

 (0.011) (0.035) (0.037) (0.035) (0.037)       
Obs 9458 8680 8679 8679 8679 
R-Squared 0.229 0.252 0.254 0.252 0.254 

注) 括弧内は標準誤差。*, **, ***はそれぞれ 10%, 5%, 1%水準で統計的に有意であることを示す。 
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表 5 推定結果(TSLS、周辺 15km 圏内自治体) 
  (1) (2) (3) (4) (5)       

 アウトカム変数：総雇用者数 
輸出事業者割合 0.272   0.772*** -0.159 

 (0.174)   (0.183) (0.144) 
ln 周辺輸出額  -0.010*** 0.001 -0.012*** 0.002 

  (0.001) (0.002) (0.001) (0.002) 
ln 製造業事業者数   -0.045***  -0.047*** 

   (0.004)  (0.004) 
定数項 -0.008 0.208*** 0.295*** 0.208*** 0.298*** 

 (0.010) (0.023) (0.022) (0.023) (0.023)       
Obs 9661 8796 8795 8795 8795 
R-Squared 0.535 0.572 0.63 0.581 0.631       

 アウトカム変数：常用雇用者数 
輸出事業者割合 -0.207   0.092 -0.393* 

 (0.148)   (0.155) (0.166) 
ln 周辺輸出額  -0.008*** -0.003* -0.008*** -0.001 

  (0.001) (0.002) (0.001) (0.002) 
ln 製造業事業者数   -0.020***  -0.024*** 

   (0.004)  (0.004) 
定数項 0.021* 0.174*** 0.213*** 0.174*** 0.221*** 

 (0.009) (0.026) (0.027) (0.026) (0.027)       
Obs 7853 7201 7200 7200 7200 
R-Squared 0.741 0.759 0.765 0.759 0.766       

 アウトカム変数：非常用雇用者数 
輸出事業者割合 1.157**   2.132*** 0.633 

 (0.362)   (0.396) (0.339) 
ln 周辺輸出額  -0.015*** 0.006 -0.020*** 0.003 

  (0.002) (0.003) (0.003) (0.004) 
ln 製造業事業者数   -0.082***  -0.075*** 

   (0.010)  (0.010) 
定数項 -0.063** 0.287*** 0.444*** 0.287*** 0.432*** 

 (0.022) (0.047) (0.048) (0.047) (0.048)       
Obs 9661 8796 8795 8795 8795 
R-Squared 0.301 0.32 0.384 0.342 0.385 

注) 括弧内は標準誤差。*, **, ***はそれぞれ 10%, 5%, 1%水準で統計的に有意であることを示す。 
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